
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　信号処理装置であって、
　複数の画素に対応した映像信号を直交変換する直交変換器と、
　この信号処理装置によって処理された信号に基づいて表示を行う表示装置の表示特性の
不均一性を測定した測定値に対して前記直交変換と同等の直交変換を施すことによって得
られる補正値を用いて、前記直交変換器によって変換された信号を補正する補正回路と、
　前記補正回路により補正された信号を逆直交変換して、補正映像信号を得る逆直交変換
器と、
を具備することを特徴とする信号処理装置。
【請求項２】
　複数の画素に対応する映像信号が直交変換された信号が入力される信号処理装置であっ
て、
　この信号処理装置によって処理された信号に基づいて表示を行う表示装置の表示特性の
不均一性を測定した測定値に対して前記直交変換と同等の直交変換を施すことによって得
られる補正値を用いて、前記直交変換された信号を補正する補正回路と、
　前記補正回路により補正された信号を逆直交変換して、補正映像信号を得る逆直交変換
器と、
を具備することを特徴とする信号処理装置。
【請求項３】
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　入力される前記直交変換された信号は、該信号を送信する送信主体から前記直交変換さ
れた状態で送信されてくる信号か、又は前記直交変換された状態の信号を記録する媒体か
ら読み出された信号であることを特徴とする請求項２に記載の信号処理装置。
【請求項４】
　複数の画素に対応する映像信号が直交変換された信号を処理する信号処理方法であって
、
　この信号処理方法によって処理された信号に基づいて表示を行う表示装置の表示特性の
不均一性を測定した測定値に対して前記直交変換と同等の直交変換を施すことによって得
られる補正値を用いて、前記直交変換された信号を補正する補正工程と、
　前記補正工程において補正された信号を逆直交変換して、補正映像信号を得る逆直交変
換工程と、
を具備することを特徴とする信号処理方法。
【請求項５】
　前記複数の画素に対応する映像信号を直交変換して、前記複数の画素に対応する映像信
号が直交変換された信号を得る直交変換工程を更に具備することを特徴とする請求項４に
記載の信号処理方法。
【請求項６】
　複数の画素に対応する映像信号が直交変換された信号を、表示装置の表示特性の不均一
性を抑制できるように補正するための補正値を生成する補正値生成装置であって、
　入力されるテスト用映像信号による表示装置の表示状態を検出する検出器と、
　前記検出器より得られたテスト用映像の検出信号に対して前記直交変換と同等の直交変
換を施す直交変換器と、
　該直交変換器の出力に基づいて、前記表示特性の不均一性を抑制するための補正値を生
成する回路と、
を具備することを特徴とする補正値生成装置。
【請求項７】
　複数の画素に対応する映像信号が直交変換された信号を、表示装置の表示特性の不均一
性を抑制できるように補正するための補正値を生成する補正値生成方法であって、
　入力されるテスト用映像信号による表示装置の表示状態を検出する検出工程と、
　前記検出工程で得られたテスト用映像の検出信号に対して前記直交変換と同等の直交変
換を施す直交変換工程と、
　前記直交変換工程の結果に基づいて、前記表示特性の不均一性を抑制するための補正値
を生成する工程と、
を含むことを特徴とする補正値生成方法。
【請求項８】
　複数の画素に対応する映像信号が直交変換された状態の信号を補正する補正回路を有す
る表示装置の製造方法であって、
　表示装置を表示状態にできるように準備する工程と、
　請求項７に記載の補正値生成方法を実行する工程と、
　前記補正値生成方法を実行する工程によって得られた補正値を記憶器に格納させる工程
と、
を含むことを特徴とする表示装置の製造方法。
【請求項９】
　

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶ディスプレイ、プラズマディスプレイ、ＥＬディスプレイ、電子放出型
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デジタルテレビ放送信号用チューナと、該チューナからの信号が入力される請求項２に
記載の信号処理装置と、該信号処理装置で処理された信号に基づく表示を行う表示器と、
を有することを特徴とする表示装置。



ディスプレイ等のように複数の画素を二次元配列して画面を構成している表示装置に用い
ることができる信号処理装置、信号処理方法、補正値生成装置、補正値生成方法及び表示
装置の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶ディスプレイ、プラズマディスプレイ、ＥＬディスプレイ、電子放出型ディスプレ
イ等のディスプレイデバイスにおいて、表示欠陥や表示むらは製品の品質を決める重要な
要素になっている。
【０００３】
　このため、品質確保のためにそれぞれのディスプレイデバイスに特有の製造工程管理と
部材の公差管理を厳格に行った上で、完成品の検査工程で規格外品を振り落としている。
【０００４】
　よって、このような製造管理を採用した場合には、ディスプレイデバイスを応用した表
示装置においては、表示欠陥や表示むら等の表示不良を補正しないことが一般的であった
。
【０００５】
　一方、表示不良を補正する方法は、特許文献１～３に開示されている。
【０００６】
　また、製造工程において、ディスプレイデバイスの表示むらを定量評価して、その評価
値毎にディスプレイデバイスを分類分けし、修正可能な評価値を持つデバイスは、欠陥部
分をリペアして修正していた。
【０００７】
　評価値毎にデバイスを分類する手法は、特開２００２－１７４５６４号公報に開示され
、そこでは評価値の算出にウエーブレット変換処理を採用している。
【特許文献１】特開平７－１８１９１１号公報
【特許文献２】特開平９－２５１２７６号公報
【特許文献３】特開平１０－０３１４５０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は表示不良を改善できる構成を実現することを課題とするものである。特に表示
不良を改善できる信号処理装置、信号処理方法、補正値生成装置、補正値生成方法及び表
示装置の製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　信号処理装置の発明として、以下の発明を開示する。すなわち、
　信号処理装置であって、
　複数の画素に対応した映像信号を直交変換する直交変換器と、
　この信号処理装置によって処理された信号に基づいて表示を行う表示装置の表示特性の
不均一性を測定した測定値に対して前記直交変換と同等の直交変換を施すことによって得
られる補正値を用いて、前記直交変換器によって変換された信号を補正する補正回路と、
　前記補正回路により補正された信号を逆直交変換して、補正映像信号を得る逆直交変換
器と、
を具備することを特徴とする信号処理装置である。
【００１０】
　また以下の発明を開示する。すなわち、
　複数の画素に対応する映像信号が直交変換された信号が入力される信号処理装置であっ
て、
　この信号処理装置によって処理された信号に基づいて表示を行う表示装置の表示特性の
不均一性を測定した測定値に対して前記直交変換と同等の直交変換を施すことによって得
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られる補正値を用いて、前記直交変換された信号を補正する補正回路と、
　前記補正回路により補正された信号を逆直交変換して、補正映像信号を得る逆直交変換
器と、
を具備することを特徴とする信号処理装置。
【００１１】
　特にこの発明において、入力される前記直交変換された信号は、該信号を送信する送信
主体から前記直交変換された状態で送信されてくる信号か、又は前記直交変換された状態
の信号を記録する媒体から読み出された信号である構成を好適に採用できる。
【００１２】
　なお、上記各発明において、前記補正値を調整した値を用いて補正を行うように構成す
ることもできる。具体的には、補正対象の信号の直流成分の大きさ、及び／又は、補正値
の直流成分の大きさに基づいて前記補正値を調整した値を用いて補正を行う構成を好適に
採用できる。また該調整を行うか否かを選択できるようにする構成も好適に採用できる。
【００１３】
　なお、本発明において、映像信号が直交変換された信号における該直交変換と、表示特
性の不均一性を測定した測定値に対して施される直交変換が同等であるとは、前者によっ
て変換された信号を後者によって得られる補正値で適切に補正できる関係にあることを言
う。例えば前者が離散ウエーブレット変換であり、後者が離散コサイン変換であるとその
ままでは適切に補正を行うことはできず、従ってこれらは本願で言う同等な直交変換では
ない。
【００１４】
　また、信号処理方法の発明として、以下の発明を開示する。すなわち、
　複数の画素に対応する映像信号が直交変換された信号を処理する信号処理方法であって
、
　この信号処理方法によって処理された信号に基づいて表示を行う表示装置の表示特性の
不均一性を測定した測定値に対して前記直交変換と同等の直交変換を施すことによって得
られる補正値を用いて、前記直交変換された信号を補正する補正工程と、
　前記補正工程において補正された信号を逆直交変換して、補正映像信号を得る逆直交変
換工程と、
を具備することを特徴とする信号処理方法である。
【００１５】
　この発明において、入力される信号が直交変換された信号でなければ前記複数の画素に
対応する映像信号を直交変換して、前記複数の画素に対応する映像信号が直交変換された
信号を得る直交変換工程を更に具備するようにすればよい。
【００１６】
　また補正値生成装置の発明として以下の発明を開示する。すなわち、
　複数の画素に対応する映像信号が直交変換された信号を、表示装置の表示特性の不均一
性を抑制できるように補正するための補正値を生成する補正値生成装置であって、
　入力されるテスト用映像信号による表示装置の表示状態を検出する検出器と、
　前記検出器より得られたテスト用映像の検出信号に対して前記直交変換と同等の直交変
換を施す直交変換器と、
　該直交変換器の出力に基づいて、前記表示特性の不均一性を抑制するための補正値を生
成する回路と、
を具備することを特徴とする補正値生成装置である。
【００１７】
　また補正値生成方法の発明として以下を開示する。すなわち、
　複数の画素に対応する映像信号が直交変換された信号を、表示装置の表示特性の不均一
性を抑制できるように補正するための補正値を生成する補正値生成方法であって、
　入力されるテスト用映像信号による表示装置の表示状態を検出する検出工程と、
　前記検出工程で得られたテスト用映像の検出信号に対して前記直交変換と同等の直交変
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換を施す直交変換工程と、
　前記直交変換工程の結果に基づいて、前記表示特性の不均一性を抑制するための補正値
を生成する工程と、
を含むことを特徴とする補正値生成方法である。
【００１８】
　またこの補正値生成方法を用いて表示装置を製造する方法も開示する。具体的には表示
器を製造するなどにより表示装置を表示状態にできるように準備し、それから前記補正値
生成方法を実行し、得られた補正値を記憶器に格納させることで表示装置を製造する方法
を開示する。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によると表示不良を改善できる構成を実現することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下に本発明の好適な実施形態を説明する。
【００２１】
　まず、周知の方法にて、液晶表示パネル、無機ＥＬ表示パネル、有機ＥＬ表示パネル、
プラズマ表示パネル、電子放出型表示パネル等のように、多数の画素を二次元配列して画
面を構成している、所謂固定画素の表示器である表示パネルを作製し、用意する。この表
示パネルに周知の駆動回路とそこに供給される映像信号を生成する信号処理回路を実装す
る。こうして得られた表示パネルは、製造バラツキ等から、全ての画素に同じ輝度レベル
（階調レベル）の映像信号による駆動信号が入力されたとしても、各画素の表示輝度レベ
ルは必ずしも一定にならない。つまり、表示パネルは表示特性の不均一性を有する。特に
、周期的な不均一性に対しては、同じ補正処理により、それを抑制できる。
【００２２】
　そこで、例えば、テスト用映像信号として、全画素を所定の輝度レベルで均一に発光さ
せる信号のような、同一の輝度レベルの映像信号を、駆動回路を介して、全画素に与える
。この結果、表示パネルから得られる表示輝度を撮像素子で撮像したり、表示パネルの各
画素に流れる電流を検出したりする等して、テスト用映像信号による表示特性の不均一性
を検出する。これにより、表示パネルの各画素を構成するための各表示素子の特性のばら
つきによる明るさの不均一性や、電子放出素型表示パネルにおける耐大気圧スペーサのよ
うな表示素子以外の構造物に起因する明るさの不均一性が、各画素に対応する輝度や電流
値として検出される、この検出結果は画素位置に対応した検出信号のレベルとして記憶さ
れる。ここで、この画素空間に対応した検出信号を直交変換することで、画素空間に対応
した明るさの分布を直交変換の基底となる各関数それぞれの係数として表した補正信号を
生成する。即ち、この検出結果に、離散コサイン変換（ディスクリート・コサイン変換）
や離散ウエーブレット変換のような直交変換処理を施し、変換前は、各画素毎の明るさの
分布を直接的もしくは間接的に示していた検出信号を、基底関数毎の強度分布に変換する
。このようにして得られた各基底関数の係数を補正値として用いる。この補正値を信号処
理回路の記憶器に格納する。
【００２３】
　このように、本発明の補正値生成装置及び方法により、直交変換された状態（例えば離
散コサイン変換を直交変換として用いた場合の周波数空間）で補正する場合の補正値（表
示パネルの表示特性の不均一性の情報）を生成することができる。
【００２４】
　そして、テスト用映像信号による補正値を格納した後には、その格納された補正値を用
いて、後述する第１乃至第４の実施形態のような方法で、入力された映像信号を直交変換
された状態で補正し、逆直交変換によって、表示特性の不均一性が補正された各画素毎の
映像信号（補正映像信号）に戻す。こうして得られた補正映像信号に対応した駆動信号を
各画素に供給することにより、表示不均一性が生じている表示パネルであっても、その不
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均一性を抑制することができる。なお不均一性を０にするのが好適であるが、必ずしもそ
れは必要ではなく、不均一性が抑制されていればよい。
【００２５】
　直交変換は、表示器を構成している有効画素全てに対する映像信号に対して施されても
、１又は複数の水平ライン毎、或いは、所定の行列からなる２次元の画素群毎に施されて
もよい。後述のように直交変換された状態で送信されてくる信号を受信したり、直交変換
された信号が記録されている媒体から信号を読み出ししたりして、それに対して表示不均
一性を抑制するための補正を施す場合には、送信されてくる信号や読み出された信号が施
されている直交変換と同等の直交変換を画素毎の明るさの分布を示す検出信号に施すこと
で補正値を得ておくとよい。
【００２６】
　また、本発明は、ソフトウエア、ハードウエア、ハードウエア記述言語によるＩＰ等、
各種形態で提供され得る。
【００２７】
　以下に図面を参照して、この発明の好適な実施形態を例示的に詳しく説明する。
【００２８】
　（第１の実施形態）
　第１の実施形態では、表示欠陥や表示むら等の表示不良（表示特性の不均一性）を空間
周波数領域で補正するために、直交変換を行う回路（直交変換器）としてＤＣＴ（ディス
クリート・コサイン変換）回路を備えると共に、逆直交変換を行う回路としてＩＤＣＴ（
逆ディスクリート・コサイン変換）回路（逆直交変換器）を備えた表示装置を用いる。
【００２９】
　図１は第１の実施形態に係る表示装置の構成図である。以下に図１の各部の構成を説明
する。
【００３０】
　１は映像信号をディスクリート・コサイン変換によって空間周波数信号、すなわち、基
底となる各関数（ここでは基底となる各次のコサイン波）それぞれの強度を含む信号に変
換するＤＣＴ部（直交変換器）、２は表示欠陥や表示むら等の表示不良を補正する補正回
路、３は補正後の映像信号の空間周波数を逆ディスクリート・コサイン変換によって映像
信号に戻すＩＤＣＴ部（逆直交変換器）、４は表示器５の各画素を駆動する駆動手段、５
は表面伝導型の冷陰極素子やナノ炭素繊維の冷陰極素子或いは有機発光層を有する発光素
子を各画素が備えた表示器、６は表示欠陥や表示むら等の表示不良を補正するための表示
特性の不均一性を抑制するために予め定められた周波数成分を有する補正値を格納する記
憶器である。
【００３１】
　以下に第１の実施形態に係る表示装置の動作について図１、図２、図３を参照して説明
する。
【００３２】
　図１において、表示装置に表示させたい情報をもつ入力映像信号（例えば、ＲＧＢ毎の
色信号）がＤＣＴ部１に入力される。ＤＣＴ部１は入力映像信号をディスクリート・コサ
イン変換して補正前空間周波数情報を出力する。補正前空間周波数情報は補正回路２に入
力され、表示欠陥や表示むら等の表示不良を打ち消すように補正され、補正後空間周波数
情報を出力する。補正方法の例は後述する。補正後空間周波数情報はＩＤＣＴ部３に入力
され、逆ディスクリート・コサイン変換されて補正後映像信号を出力する。
【００３３】
　その後、補正後映像信号に基づいて駆動回路である駆動手段４で表示器５の各画素を駆
動して、表示器５で表示がなされる。
【００３４】
　次に図２を用いて本実施形態の補正方法を詳述する。図２は図１の補正回路２と記憶器
６の構成をさらに詳しく表している図である。
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【００３５】
　図２において、１０は補正前空間周波数情報のＡＣ成分とＤＣ成分を分離するＡＣ／Ｄ
Ｃ分離部、１１は表示欠陥や表示むら等の表示不良を補正するための補正値記憶部、１２
は加算器、１３は補正後空間周波数情報のＡＣ成分とＤＣ成分を合成するＡＣ／ＤＣ合成
部である。
【００３６】
　ここでは、ＡＣ／ＤＣ分離部１０、加算器１２及びＡＣ／ＤＣ合成部１３が補正回路２
を構成し、補正値記憶部１１が記憶器６を構成する。
【００３７】
　ＡＣ／ＤＣ分離部１０に入力される補正前空間周波数情報とは、ディスクリート・コサ
イン変換された映像信号である。補正前空間周波数情報はＡＣ成分とＤＣ成分から構成さ
れている。
【００３８】
　ＡＣ／ＤＣ分離部１０で補正前空間周波数情報をＡＣ成分ＶａｃとＤＣ成分Ｖｄｃとに
分離し、ＡＣ成分Ｖａｃは加算器１２に送られ、ＤＣ成分ＶｄｃはＡＣ／ＤＣ合成部１３
へそのまま送られる。
【００３９】
　一方、補正値記憶部１１には表示欠陥や表示むら等の表示不良特性を表す予め定められ
た補正値としての補正用空間周波数情報が格納されている。補正用空間周波数情報は表示
器５の個体毎に異なるものであり、予め製造工程で表示器５の特性を測定し、計算処理さ
れたものである。
【００４０】
　この補正用空間周波数情報もＡＣ成分ＣａｃとＤＣ成分Ｃｄｃとに分離され、ＡＣ成分
Ｃａｃは加算器１２に送られ、ＤＣ成分Ｃｄｃは途中で消滅させられる。
【００４１】
　そして、加算器１２で、Ｖａｃ－Ｃａｃを計算することで、ＡＣ成分について表示不良
特性を空間周波数領域内で除去する。このように補正計算をされた後、ＡＣ／ＤＣ合成部
１３で、ＡＣ成分Ｖａｃ－ＣａｃとＤＣ成分Ｖｄｃとが合成されて補正後空間周波数情報
を構成し、次段のＩＤＣＴ部３へ送る。その後の処理の流れは既に図１で説明したものと
なる。
【００４２】
　次に、図３を用いて表示欠陥や表示むら等の表示不良が補正される様子を説明する。図
３は第１の実施形態の構成により、表示欠陥や表示むら等の表示不良が補正される様子を
表している。
【００４３】
　図３において、図３（ａ）は表示器５の画像空間における表示不良特性図、図３（ｂ）
は入力映像信号、図３（ｃ）は表示不良の空間周波数特性図、図３（ｄ）は入力映像信号
の空間周波数特性、図３（ｅ）は補正後映像信号の空間周波数特性、図３（ｆ）は画像空
間における補正後映像信号である。また、４０は画像空間における表示不良特性のＡＣ成
分、４１は画像空間における表示不良特性のＤＣ成分を示す。さらに、４２は空間周波数
空間における表示不良特性のＤＣ成分、４３は空間周波数空間における表示不良特性のＡ
Ｃ成分を示す。４４は補正後の映像信号である。
【００４４】
　図３において、図３（ａ）に示す予め製造工程で測定された表示器５の表示不良特性は
、ディスクリート・コサイン変換されて、図３（ｃ）のような空間周波数特性になり、補
正値記憶部１１に記憶される。
【００４５】
　一方、図３（ｂ）に示す入力映像信号も、ディスクリート・コサイン変換されて、図３
（ｄ）に示す補正前空間周波数特性になる。
【００４６】
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　そして、補正回路２で図２に示すように空間周波数領域において補正処理を行った結果
、図３（ｅ）に示す補正後映像信号の補正後空間周波数特性となる。
【００４７】
　さらに、図３（ｅ）に示す補正後空間周波数情報はＩＤＣＴ部３に入力され、逆ディス
クリート・コサイン変換されて画素空間に逆変換することで、図３（ｆ）に示す補正後映
像信号になり、補正処理が完了する。
【００４８】
　以上、図１、図２、図３に沿って説明したように、入力映像信号を補正前空間周波数信
号に変化するＤＣＴ部１と、記憶器６の表示欠陥及び表示むら等の表示不良を補正するた
めに用いる補正値を用いて空間周波数領域で補正前空間周波数信号に対して補正処理を行
う補正回路２と、補正後空間周波数信号を補正後映像信号に逆変換するＩＤＣＴ部３と、
を備えることによって、表示器５に入力する映像信号を補正することにより、複数の画素
を有する表示器５における表示特性の不均一性を抑制することができ、表示欠陥や表示む
ら等の表示不良の無い高品質な表示装置を提供することができる。即ち、表示器５毎に特
性が異なる表示不良特性を、表示器５毎に個々に補正できるようにし、高画質化すること
ができる。
【００４９】
　特に本実施形態では、補正回路２では、ＡＣ／ＤＣ分離部１０、加算器１２及びＡＣ／
ＤＣ合成部１３から構成されることで、表示不良特性のＡＣ成分の補正を可能とした。
【００５０】
　（第２の実施形態）
　図４は第２の実施形態に係る表示装置の特徴的な部分の構成図である。図４に図示され
ていない構成は第１の実施形態と同様である。
【００５１】
　第２の実施形態では、表示欠陥および表示むら等の表示不良を空間周波数領域で補正す
るために、補正値のＡＣ成分の入力倍率を変更する倍率器を有する構成である。
【００５２】
　図４において、２０は補正前空間周波数情報のＡＣ成分とＤＣ成分を分離するＡＣ／Ｄ
Ｃ分離部、２１は補正値のＡＣ成分の入力倍率を変更する倍率器、２２は加算器、２３は
表示欠陥や表示むら等の表示不良を補正するための補正値記憶部、２４は補正後空間周波
数情報のＡＣ成分とＤＣ成分を合成するＡＣ／ＤＣ合成部である。
【００５３】
　ここでは、ＡＣ／ＤＣ分離部２０、倍率器２１、加算器２２及びＡＣ／ＤＣ合成部２４
が補正回路２を構成し、補正値記憶部２３が記憶器６を構成する。
【００５４】
　ＡＣ／ＤＣ分離部２０に入力される補正前空間周波数情報とは、ディスクリート・コサ
イン変換された映像信号である。補正前空間周波数情報はＡＣ成分とＤＣ成分から構成さ
れている。
【００５５】
　ＡＣ／ＤＣ分離部２０で補正前空間周波数情報をＡＣ成分ＶａｃとＤＣ成分Ｖｄｃとに
分離し、ＡＣ成分Ｖａｃは加算器２２に送られ、ＤＣ成分ＶｄｃはＡＣ／ＤＣ合成部２４
及び倍率器２１へ送られる。
【００５６】
　一方、補正値記憶部２３には表示欠陥や表示むら等の表示不良特性を表す予め定められ
た補正値としての補正用空間周波数情報が格納されている。補正用空間周波数情報は表示
器５の個体毎に異なるものであり、予め製造工程で表示器５の特性を測定し、計算処理さ
れたものである。
【００５７】
　この補正用空間周波数情報もＡＣ成分ＣａｃとＤＣ成分Ｃｄｃとに分離され、ＡＣ成分
ＣａｃとＤＣ成分Ｃｄｃが倍率器に２１に送られる。
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【００５８】
　倍率器２１では、ＡＣ成分Ｃａｃの入力倍率となる係数Ｋを、Ｋ＝Ｃｄｃ／Ｖｄｃ（式
１）により演算する。
【００５９】
　次に、倍率器２１は前述の係数Ｋを用いて出力１＝Ｋ×Ｃａｃ（式２）の計算をして加
算器２２に対する出力を出力１として行う。
【００６０】
　加算器２２は、出力２＝Ｖａｃ－出力１＝Ｖａｃ－Ｋ×Ｃａｃ（式３）の計算を実行し
て、結果である出力２をＡＣ／ＤＣ合成部２４へ出力する。
【００６１】
　このように補正計算をされた後、ＡＣ／ＤＣ合成部２４で、ＡＣ成分Ｖａｃ－Ｋ×Ｃａ
ｃとＤＣ成分Ｖｄｃとが合成されて補正後空間周波数情報を構成し、次段のＩＤＣＴ部３
へ送る。
【００６２】
　以上、図４に沿って説明したように、補正値記憶部２３と加算器２２との間に倍率器２
１を設けたことで、輝度レベルによりＡＣ特性の振幅が変化する表示不良特性の補正がで
きる。
【００６３】
　（第３の実施形態）
　図５は第３の実施形態に係る表示装置の特徴的な部分の構成図である。図５に図示され
ていない構成は第１の実施形態と同様である。
【００６４】
　第３の実施形態では、表示欠陥および表示むら等の表示不良を空間周波数領域で補正す
るために、補正値のＡＣ成分の入力倍率を変更すると共に補正規則記憶部の規則によって
機能変化する倍率器を有する構成である。
【００６５】
　図５において、３０は補正前空間周波数情報のＡＣ成分とＤＣ成分を分離するＡＣ／Ｄ
Ｃ分離部、３１は補正値のＡＣ成分の入力倍率を変更する倍率器、３２は加算器、３３は
倍率器の機能制御をする補正規則記憶部、３４は表示欠陥や表示むら等の表示不良を補正
するための補正値記憶部、３５は補正後空間周波数情報のＡＣ成分とＤＣ成分を合成する
ＡＣ／ＤＣ合成部である。
【００６６】
　ここでは、ＡＣ／ＤＣ分離部３０、倍率器３１、加算器３２及びＡＣ／ＤＣ合成部３５
が補正回路２を構成し、補正規則記憶部３３及び補正値記憶部３４が記憶器６を構成する
。
【００６７】
　ＡＣ／ＤＣ分離部３０に入力される補正前空間周波数情報とは、ディスクリート・コサ
イン変換された映像信号である。補正前空間周波数情報はＡＣ成分とＤＣ成分から構成さ
れている。
【００６８】
　ＡＣ／ＤＣ分離部３０で補正前空間周波数情報をＡＣ成分ＶａｃとＤＣ成分Ｖｄｃとに
分離し、ＡＣ成分Ｖａｃは加算器３２に送られ、ＤＣ成分ＶｄｃはＡＣ／ＤＣ合成部３５
及び倍率器３１へ送られる。
【００６９】
　一方、補正値記憶部３４には表示欠陥や表示むら等の表示不良特性を表す予め定められ
た補正値としての補正用空間周波数情報が格納されている。補正用空間周波数情報は表示
器５の個体毎に異なるものであり、予め製造工程で表示器５の特性を測定し、計算処理さ
れたものである。
【００７０】
　この補正用空間周波数情報もＡＣ成分ＣａｃとＤＣ成分Ｃｄｃとに分離され、ＡＣ成分
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ＣａｃとＤＣ成分Ｃｄｃを倍率器３１に送られる。
【００７１】
　また、補正規則記憶部３３には補正値の使用方法が記述されており、本実施形態では倍
率器３１においてＡＣ成分Ｃａｃに係数Ｋを乗算するか、乗算しないかを規則化してある
。
【００７２】
　倍率器３１では、ＡＣ成分Ｃａｃの入力倍率となる係数Ｋを、Ｋ＝Ｃｄｃ／Ｖｄｃ（式
４）により演算する。
【００７３】
　次に、倍率器３１は前述の係数Ｋを用いて出力３＝Ｋ（ｒ）×Ｃａｃ（式５）の計算を
して加算器３２に対する出力を出力３として行う。
【００７４】
　ここでＫ（ｒ）は、Ｋ（ｒ）＝Ｋ（ｒ＝０の時）又はＫ（ｒ）＝１（ｒ＝１の時）（式
６）として表される。補正規則記憶部３３には、上記ｒの値が予め書き込まれている。
【００７５】
　加算器３２は、出力４＝Ｖａｃ－Ｋ（ｒ）×Ｃａｃ（式７）の計算を実行して、結果で
ある出力４をＡＣ／ＤＣ合成部３５へ出力する。
【００７６】
　このように補正計算をされた後、ＡＣ／ＤＣ合成部３５で、ＡＣ成分Ｖａｃ－Ｋ（ｒ）
×ＣａｃとＤＣ成分Ｖｄｃとが合成されて補正後空間周波数情報を構成し、次段のＩＤＣ
Ｔ部３へ送る。
【００７７】
　なお、本実施形態では、補正規則記憶部３３に書き込まれているｒの値が０か１の場合
を示したが、ｒの値としてはこれに限られるものではない。
【００７８】
　以上、図５に沿って説明したように、補正規則記憶部３３により倍率器３１の機能を制
御できる構成としたことで、輝度レベルによりＡＣ特性の振幅が変化しない場合とＡＣ特
性の振幅が変化する場合の両方での表示不良特性の補正ができる。
【００７９】
　（第４の実施形態）
　図６は第４の実施形態に係る表示装置の補正処理をソフトウエアで実施した場合のフロ
ーチャートである。図６を用いて補正処理をソフトウエアで実施した場合を説明する。補
正処理の実行に用いるハードウエア構成全体は第１の実施形態と同様であり、補正処理の
実行は第３の実施形態で用いる図５のハードウエア部分により実現されるので、そのハー
ドウエアの説明は省略する。
【００８０】
　図６において、Ｓ６０１は処理の開始、Ｓ６０２は補正前の入力映像信号を読み込む工
程、Ｓ６０３はディスクリート・コサイン変換（ＤＣＴ）をする工程、Ｓ６０４は補正値
を読み込む工程、Ｓ６０５は補正規則の有無を判断する工程、Ｓ６０６は補正規則有りの
場合の倍率を計算する工程、Ｓ６０７は補正規則無しの場合の倍率を指定する工程、Ｓ６
０８は補正計算の工程、Ｓ６０９は補正後映像信号を画素空間へと逆ディスクリート・コ
サイン変換（ＩＤＣＴ）をする工程、Ｓ６１０は補正後映像信号を表示器５に出力する工
程、Ｓ６１１は処理の終了を示す。
【００８１】
　図６の処理の流れを説明する。Ｓ６０１で処理が開始され、補正前の映像信号が入力さ
れると、Ｓ６０２で補正前映像信号を読み込み、直ちにＳ６０３でＤＣＴ部１により補正
前空間周波数情報に変換される。
【００８２】
　一方、補正するための補正値はＳ６０４で記憶器６から読み込まれる。
【００８３】
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　また、補正規則については、規則有無しの判断をＳ６０５で行う。規則有りの場合はＳ
６０６に従って倍率計算を行い、規則無しの場合はＳ６０７に従ってＫ＝１に指定される
。このＳ６０５～Ｓ６０７の方法は第３の実施形態の方法である。
【００８４】
　そして、Ｓ６０８にて実際に補正計算が行われる。補正計算は、第３の実施形態と同様
に行われ、結果、ＡＣ成分Ｏａｃ＝Ｖａｃ－Ｋ（ｒ）×ＣａｃとＤＣ成分Ｏｄｃ＝Ｖｄｃ
とが出力され、これらＡＣ成分ＯａｃとＤＣ成分Ｏｄｃとが合成されて補正後空間周波数
情報を構成する。
【００８５】
　補正計算が完了すると、Ｓ６０９で補正後空間周波数情報から画素空間に逆変換される
。次にＳ６１０で表示器５に出力され、Ｓ６１１で全ての工程が完了する。
【００８６】
　以上、図６に沿って説明したように、補正処理を図１及び図５のハードウエアを用いて
ソフトウエアで具体的に処理することができる。
【００８７】
　（第５の実施形態）
　図７は第５の実施形態形態に係る表示装置の予め定められる補正値や補正規則を生成す
る装置の構成図である。図７を用いて補正値や補正規則を生成する場合について説明する
。
【００８８】
　図７において、７０は表示装置、７１はテストＲＧＢ信号発生手段、７２は表示輝度検
出手段（検出器）、７３はＤＣＴ部（直交変換器）、７４は補正値補正規則作成手段であ
る。
【００８９】
　図７を参照して本実施形態の動作を説明する。表示装置７０は第１の実施形態で既に説
明済みの表示装置であるので、説明を省略する。
【００９０】
　まず、周知の作製方法により、固定画素の表示器５を作製する。こうして、多数の作製
された表示器５に各種駆動回路や補正回路を取り付けて図７の符号７０に示す表示装置を
作製する。このうち、任意の１つにテストＲＧＢ信号発生手段７１により映像信号を入力
する。
【００９１】
　テスト信号としては全ての画素を白（明）状態とする全白信号が一般的であるが、これ
に限るものではない。表示パネルの理想表示特性が、画面の中央部が相対的に明るく、画
面の上下端と左右端が相対的に暗くなるような、特性の場合には、中央部に高輝度の映像
信号からなり周辺部に低輝度の映像信号からなるテスト信号を用いるとよい。よって、各
実施形態における表示特性の均一性が高い状態とは、目標とする表示特性に対して各画素
毎の差異のバラツキが非常に小さい状態を云い、不均一性が高い状態とはその逆の状態を
云う。
【００９２】
　表示輝度検出手段７２は表示装置７０の表示器５が発する輝度情報をＣＣＤのような撮
像素子を用いて光学的に測定したり、或いは冷陰極素子からの放出電流を電気的に測定し
たりして、得る。この段階では補正回路２で用いる補正信号は特定されておらず、補正回
路２での補正は行われない信号により表示器が駆動された状態で測定が行われる。
【００９３】
　ＤＣＴ部７３は、表示輝度検出手段７２からの輝度情報をディスクリート・コサイン変
換によって空間周波数信号に変換し、補正値補正規則作成手段７４に送る。ＤＣＴ部７３
では、ディスクリート・コサイン変換のブロック（たとえば８×８画素で構成されるブロ
ック）をＤＣＴ部１におけるディスクリート・コサイン変換のブロックと同じに設定する
などにより、ＤＣＴ部１で行う直交変換と同等の直交変換を行う。

10

20

30

40

50

(11) JP 4012168 B2 2007.11.21



【００９４】
　補正値補正規則作成手段７４は、表示装置７０の固有の補正値と補正規則を算出し、そ
の値を表示装置７０の記憶器６に書き込み格納させる。補正値と補正規則の具体的実施形
態は、既に説明した第３の実施形態と同様であるので、説明を省略する。
【００９５】
　記憶器６は、フラッシュメモリのような不揮発性メモリとＤＲＡＭのような揮発性メモ
リ等から構成され、補正値と補正規則は記憶保持動作を必要としない不揮発性メモリに書
き込み、補正時に揮発性メモリにそれを読み出して格納し、それを用いて補正を行う構成
を採用するとよい。
【００９６】
　以上、図７に沿って、表示装置７０に補正値及び補正規則を書き込み、表示装置７０の
装置毎に個別の補正ができるようにすることができる。
【００９７】
　なお、以上の実施形態では、入力映像信号をＤＣＴ部で補正前空間周波数信号にディス
クリート・コサイン変換して補正を行う例を示した。しかし、入力信号がデジタルテレビ
放送信号として送信された信号やインターネット上のサーバーから送信された信号を受信
して得たＭＰＥＧ信号やＤＶＤ等の記録媒体から読み出したＭＰＥＧ信号のようにもとも
と直交変換された空間周波数信号である場合には補正前にディスクリート・コサイン変換
は必要無く、入力された空間周波数信号を直接補正することができる。
【００９８】
　入力信号（入力空間周波数信号）に補正を直接施す場合を図８に示す。図８の表示装置
の構成では、ＤＣＴ部（直交変換器）が設けられておらず、デジタルテレビ放送信号用チ
ューナ８０、インターネットと接続される入出力回路８１、もしくはＤＶＤなどの記録媒
体読み出し装置８２などからの入力空間周波数信号が補正回路２に入力されて直接補正さ
れる。入力空間周波数情報は補正回路２に入力され、表示欠陥や表示むら等の表示不良を
打ち消すように補正され、補正後空間周波数情報を出力する。補正方法は上記実施形態と
同様に行われる。補正後空間周波数情報はＩＤＣＴ部３に入力され、逆ディスクリート・
コサイン変換されて補正後映像信号を出力する。その後、補正後映像信号に基づいて駆動
手段４で表示器５の各画素を駆動して、表示器５で表示がなされる。
【００９９】
　図８の表示装置の場合においても、表示器５毎に特性が異なる表示不良特性を、表示器
５毎に個々に補正できるようにし、高画質化するという効果を得ることができる。
【０１００】
　なお、入力信号が直交変換された信号であっても、該直交変換と、補正値を得るために
表示特性の不均一性の測定結果に対して施した直交変換が同等の直交変換ではない場合に
も本願に係わる発明は実施しうる。その場合は、直交変換された状態で入力されてくる信
号を逆直交変換したうえで、補正値を得るために施した直交変換と同等の直交変換を該逆
直交変換した信号に施してから、補正を行うようにすればよい。
【０１０１】
　また以上述べた各実施形態においては、直交変換として離散コサイン変換を行う例を示
したが、直交変換としてはこれに限るものではなく、離散ウエーブレット変換など種々の
直交変換を採用することができる。
【図面の簡単な説明】
【０１０２】
【図１】図１は第１の実施形態に係る表示装置を示すブロック図である。
【図２】図２は第１の実施形態の特徴部分を示すブロック図である。
【図３】図３は第１の実施形態の補正処理を説明する図である。
【図４】図４は第２の実施形態の特徴部分を示すブロック図である。
【図５】図５は第３の実施形態の特徴部分を示すブロック図である。
【図６】図６は第４の実施形態に係る表示装置の補正処理のソフトウエアを示すフローチ
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ャートである。
【図７】図７は第５の実施形態に係る表示装置の予め定められる補正値や補正規則を生成
する装置を示すブロック図である。
【図８】図８は実施形態の他の例に係る表示装置を示すブロック図である。
【符号の説明】
【０１０３】
１　ＤＣＴ部
２　補正回路
３　ＩＤＣＴ部
４　駆動手段
５　表示器
６　記憶器
１０，２０，３０　ＡＣ／ＤＣ分離部
１１，２３，３４　補正値記憶部
１２，２２，３２　加算器
１３，２４，３５　ＡＣ／ＤＣ合成部
２１，３１     倍率器
３３　補正規則記憶部
７０　表示装置
７１　テストＲＧＢ信号発生手段
７２　表示輝度検出手段
７３　ＤＣＴ部
７４　補正値補正規則作成手段
８０　デジタルテレビ放送信号用チューナ
８１　入出力回路
８２　記録媒体読み出し装置
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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